
東京都ひとり親家庭自立支援計画（第３期）の進捗状況

計画
番号 事業名 所管局 事業概要 平成２６年度実績 平成２７年度実績 平成２８年度実績 平成２９年度実績 平成３０年度実績 備考

1 東京都ひとり親家庭支
援センター事業

福祉保健局 ひとり親家庭の生活相談・養育費相
談・面会交流支援を実施。

○ひとり親家庭等の自立
促進事業（生活相談1,524
件）
○養育費相談（電話相談
247件、専門相談172件）
○面会交流支援（532件）

○ひとり親家庭等の自立促
進事業（生活相談1,746件）
○養育費相談（電話相談
255件、専門相談221件）
○面会交流支援(518件)

○ひとり親家庭等の自立促
進事業（生活相談3,474件）
○養育費相談（電話相談
459件、専門相談349件）
○面会交流支援(517件)

○ひとり親家庭等の自立促
進事業（生活相談3,449件）
○養育費相談（電話相談
421件、専門相談482件）
○面会交流支援(771件)

○ひとり親家庭等の自立促
進事業（生活相談3,520件）
○養育費相談（電話相談
1,173件、専門相談489件）
○面会交流支援(1,169件)

2

母子・父子自立支援員
の資質の向上（母子・
父子支援員研修の実
施）

福祉保健局

身近な地域において、ひとり親家庭か
らの相談に的確に対応していくため、
母子・父子自立支援員の研修の内容
を充実し、カウンセリングの精神や技
法、サービスのコーディネートなど、総
合的な支援力の向上を図る。

新任研修３回
現任研修３回

新任研修３回
現任研修４回

新任研修３回
現任研修３回

新任研修３回
現任研修３回

新任研修３回
現任研修３回

3
ひとり親家庭等生活向
上事業

福祉保健局

ひとり親家庭及び寡婦が生活の中で
直面する諸問題の解決や児童の精
神的安定を図るなど、地域での生活
を総合的に支える事業に取り組む区
市町村を支援する。

(1)ひとり親家庭等相談支
援事業　3区市
(2)生活支援講習会等事
業　１市
(3)児童訪問援助事業
(ホームフレンド事業）　１
市
(4)学習支援ボランティア
事業　3区市
(5)ひとり親家庭情報交換
事業　１区

(1)ひとり親家庭等相談支援
事業　４区市
(2)生活支援講習会等事業
１市
(3)児童訪問援助事業(ホー
ムフレンド事業）　１市
(4)学習支援ボランティア事
業　４区市
(5)ひとり親家庭情報交換事
業　１区

１　子供の生活・学習支援
事業
15区市
２　ひとり親生活支援事業
（(1)相談支援事業(2)家計
管理・生活支援講習会等事
業(3)学習支援事業(4)情報
交換事業）
９区市

１　子供の生活・学習支援
事業
18区市
２　ひとり親生活支援事業
（(1)相談支援事業(2)家計
管理・生活支援講習会等事
業(3)学習支援事業(4)情報
交換事業）
12区市

１　子供の生活・学習支援
事業
20区市
２　ひとり親生活支援事業
（(1)相談支援事業(2)家計
管理・生活支援講習会等事
業(3)学習支援事業(4)情報
交換事業）
11区市

4

子供家庭支援センター
事業＜子供家庭支援
区市町村包括補助事
業＞

福祉保健局

地域の子供と家庭を支援するため、
区市町村における第一義的な相談窓
口、在宅サービスの提供・調整機関、
関係機関や団体のコーディネート機
関として、子育て支援ネットワークの
核となる子供家庭支援センターを設
置する。
また、児童虐待対応の専門性を強化
した子供家庭支援センターを設置して
虐待の未然防止や早期発見・対応に
取り組む区市町村を支援する。

子供家庭支援センター事
業
60区市町村（23区26市5町
6村）
先駆型子供家庭支援セン
ター事業
52区市町（23区26市3町）

子供家庭支援センター事業
60区市町村（23区26市5町6
村）
先駆型子供家庭支援セン
ター事業
53区市町（23区26市4町）

子供家庭支援センター事業
60区市町村（23区26市5町6
村）
先駆型子供家庭支援セン
ター事業
53区市町（23区26市4町）

子供家庭支援センター事業
60区市町村（23区26市5町6
村）
先駆型子供家庭支援セン
ター事業
53区市町（23区26市4町）

子供家庭支援センター事業
60区市町村（23区26市5町6
村）
※小規模型を含む

子供家庭支援センター事業
54区市町（23区26市5町）

5
生活困窮者自立相談
支援事業

福祉保健局

生活困窮者自立支援法（平成27年4
月施行）に基づき、福祉事務所設置
自治体である区市（町村は都）が自立
相談支援窓口を設置し、生活困窮者
からの相談に包括的に対応するとと
もに、自立に向けてプランの作成等の
支援を行うほか、地域の関係機関と
のネットワークづくりを行う。

―

○西多摩福祉事務所
　必須事業に加え、就労準
備支援事業、家計相談支
援事業、子供の学習支援
事業を実施
○支庁
　必須事業を実施

○西多摩福祉事務所
　必須事業に加え、就労準
備支援事業、家計相談支
援事業、子供の学習支援
事業を実施
○支庁
　必須事業に加え、家計相
談支援事業を実施

○西多摩福祉事務所
　必須事業に加え、就労準
備支援事業、一時生活支
援事業、家計相談支援事
業、子供の学習支援事業を
実施
○支庁
　必須事業に加え、家計相
談支援事業を実施

○西多摩福祉事務所
　必須事業に加え、就労準
備支援事業、一時生活支
援事業、家計改善支援事
業、子供の学習支援事業を
実施
○支庁
　必須事業に加え、家計改
善支援事業、子供の学習
支援事業（大島支庁のみ）
を実施

１　相談体制の整備
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6
配偶者暴力被害者の
自立生活再建のため
の総合的な支援

生活文化局

配偶者暴力に関する総合相談、配偶
者暴力被害者の心理的サポートと自
立支援情報の提供を行う講座、配偶
者暴力のある家庭の子供の心の傷の
回復を支援する講座等を実施しま
す。

○ ＤＶ相談の実施（一般
相談、特別相談）DV相談
4,518件　法律相談・精神
科医相談　各週１回
○ 配偶者暴力被害回復
ための子ども広場　年13
回
○ 自立支援講座　こころ
のサポート研修・生活自
立支援講座48回、パソコ
ン講座　18回
○ 被害者自立支援民間
人材育成　１回
○ ＤＶ防止等民間活動助
成事業　８件
○ 配偶者暴力対策区市
町村支援事業　コーディ
ネート研修　４回

○ ＤＶ相談の実施（一般相
談、特別相談）　DV相談
5,625件　法律相談・精神科
医相談　各週１回
○ 配偶者暴力被害回復た
めの子ども広場　年13回
○ 自立支援講座　こころの
サポート研修・生活自立支
援講座　48回、パソコン講
座　18回
○ 被害者自立支援民間人
材育成　2回
○ ＤＶ防止等民間活動助
成事業　12件
○ 配偶者暴力対策区市町
村支援事業　コーディネート
研修　6回

○ ＤＶ相談の実施（一般相
談、特別相談）　DV相談
4,818件　法律相談・精神科
医相談　各週１回
○ 配偶者暴力被害回復た
めの子ども広場　年13回
○ 自立支援講座　こころの
サポート研修・生活自立支
援講座　48回、パソコン講
座　18回
○ 被害者自立支援民間人
材育成　2回
○ ＤＶ防止等民間活動助
成事業　6件
○ 配偶者暴力対策区市町
村支援事業　コーディネート
研修　7回

○ ＤＶ相談の実施（一般相
談、特別相談）　 DV相談
4,817件　法律相談・精神科
医相談　各週１回
○ 配偶者暴力被害回復た
めの子ども広場　年13回
○ 自立支援講座　こころの
サポート研修・生活自立支
援講座　48回、パソコン講
座　18回
○ 被害者自立支援民間人
材育成　2回
○ ＤＶ防止等民間活動助
成事業　9件
○ 配偶者暴力対策区市町
村支援事業　コーディネート
研修　7回

○ ＤＶ相談の実施（一般相
談、特別相談）　 DV相談
4,967件　法律相談・精神科
医相談　各週１回
○ 配偶者暴力被害回復た
めの子ども広場　年13回
○ 自立支援講座　こころの
サポート研修・生活自立支
援講座　48回、パソコン講
座　18回
○ 被害者自立支援民間人
材育成　2回
○ ＤＶ防止等民間活動助
成事業　11件
○ 配偶者暴力対策区市町
村支援事業　コーディネート
研修　7回

再掲
東京都ひとり親家庭支
援センター事業

福祉保健局

ひとり親家庭の就業による自立を支
援するため、就業相談等事業（就業
相談、就業促進活動、相談支援員研
修会）、就業支援講習会、就業情報
提供事業を行う。
また、親への支援と併せて、子供本人
へのキャリアカウンセリングや求人情
報の提供などを行う。

○ひとり親家庭等の自立
促進事業（就業相談4,855
件）
○母子家庭及び寡婦自立
促進講習会（パソコン講習
会10回 　受講者数202人）
○母子家庭相談指導者研
修会（実施回数6回　受講
者数162人）

○ひとり親家庭等の自立促
進事業（就業相談4,451件）
○母子家庭及び寡婦自立
促進講習会（パソコン講習
会10回 　受講者数177人）
○母子家庭相談指導者研
修会（実施回数10回　受講
者数411人）

○ひとり親家庭等の自立促
進事業（就業相談4,983件）
○母子家庭及び寡婦自立
促進講習会（パソコン講習
会10回 　受講者数168人）
○母子家庭相談支援員研
修会（実施回数10回　受講
者数286人）

○ひとり親家庭等の自立促
進事業（就業相談4,849件）
○母子家庭及び寡婦自立
促進講習会（パソコン講習
会10回 　受講者数168人）
○母子家庭相談指導者研
修会（実施回数10回　受講
者数392人）

○ひとり親家庭等の自立促
進事業（就業相談5,911件）
○母子家庭及び寡婦自立
促進講習会（パソコン講習
会10回 　受講者数150人）
○母子家庭相談指導者研
修会（実施回数10回　受講
者数398人）

7 在宅就業推進事業 福祉保健局

在宅就業を希望するひとり親に対し、
業務の調達・分配、納入した業務の
検収・サポート等を一定期間行う。
【※Ｈ２６まで、はあと立川での実施、
Ｈ２７以降は、民間事業者による委託
事業として再構築】

受講生300人（第1期生～
第5期生　各60人）

実績なし

応募者総数43名の中から
30名を被支援者として選
定、支援完了は17名。月平
均収入は8,508円であった。

応募者総数66名の中から
30名を被支援者として選
定、支援完了は18名。月平
均収入は6,340円であった。

応募者総数106名の中から
31名を被支援者として選
定、支援完了は25名。月平
均収入は8,444円であった。

8
高等学校卒業程度認
定試験合格支援事業

福祉保健局

より良い条件での転職や就職の可能
性を拡げるため、高卒認定試験合格
のための講座（通信講座を含む）を受
け、これを修了した際に受講費用の
一部を支給するとともに、合格した場
合にも受講費用の一部を支給する事
業について、全区市町村での実施を
推進する。

― 4区2市13町村 6区5市13町村 8区8市13町村 10区13市13町村

２　就業支援
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9
母子家庭及び父子家
庭自立支援教育訓練
給付金事業

福祉保健局

母子家庭の母親及び父子家庭の父
親の就業を支援するため、教育訓練
を受講した場合に、その経費の一部
を給付する事業について、全区市町
村において取り組む。

23区26市13町村 23区26市13町村 23区26市13町村 23区26市13町村 23区26市13町村

10
母子家庭及び父子家
庭高等職業訓練促進
給付金等事業

福祉保健局

母子家庭の母親及び父子家庭の父
親の就労につながる資格取得を促進
するため、養成機関で修業している一
定の訓練期間にかかる訓練促進給付
金を支給して、負担の軽減を図る事
業について、全区市町村において取
り組む。

23区26市13町村 23区26市13町村 23区26市13町村 23区26市13町村 23区26市13町村

11
母子・父子自立支援プ
ログラム策定事業

福祉保健局

児童扶養手当を受給しているひとり
親家庭の職業的自立を促進するた
め、母子・父子自立支援プログラム策
定員により、就業に結びつく支援を行
う事業について、全区市での実施を
支援する。

49区市町村 51区市町村 53区市町村 55区市町村 54区市町村

12
ひとり親家庭への相談
窓口強化事業

福祉保健局

福祉事務所に就業支援専門員を配置
し、母子・父子自立支援員やハロー
ワークと連携した包括的な就業支援
を行う。

― 2区13町村 4区1市13町村 4区4市13町村

5区4市13町村
（※就業支援専門員の数
区部3名、市部4名、町村部
1名。また、委託により就業
支援専門員を配置する自
治体もある。）

13 母子家庭の母等に対
する職業訓練

産業労働局

母子家庭の母等の職業的自立を促す
ため、民間教育訓練機関等を活用
し、職業訓練受講機会の確保を図
る。

○定員　100人
○応募　38人
○入校　35人
○修了　26人
○就職　22人

○定員　70人
○応募　17人
○入校　15人
○修了　15人
○就職　6人

○定員　40人
○応募　13人
○入校　13人
○修了　13人
○就職　7人

○定員　20人
○応募　7人
○入校　6人
○修了　6人
○就職　5人

○定員　20人
○応募　9人
○入校　8人
○修了　集計中
○就職　集計中
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生活保護受給者等就
労自立促進事業

福祉保健局

生活保護受給者や児童扶養手当等
受給者について、福祉事務所等から
ハローワークに就労支援の要請が
あった場合、ハローワークにおいて担
当者制を中心に連携して支援を行う。

一体型実施事業設置箇所
19ヶ所（15区4市）

一体型実施事業設置箇所
21ヶ所（16区4市）
※江戸川区2ヶ所

「ひとり親全力サポートキャ
ンペーン」臨時窓口設置数
12ヶ所

一体型実施事業設置箇所
22ヶ所（16区4市）
※板橋区2ヶ所、江戸川区
2ヶ所

「ひとり親全力サポートキャ
ンペーン」臨時窓口設置数
19ヶ所

一体型実施事業設置箇所
22ヶ所（16区4市）
※板橋区2ヶ所、江戸川区
2ヶ所

「ひとり親全力サポートキャ
ンペーン」臨時窓口設置数
23ヶ所

一体型実施事業設置箇所
23ヶ所（17区4市）
※板橋区2ヶ所、江戸川区
2ヶ所

「ひとり親全力サポートキャ
ンペーン」臨時窓口設置数
29ヶ所

マザーズハローワーク
マザーズコーナー

東京労働局

子育て中の女性やひとり親等の求職
者のための専門職業相談窓口とし
て、担当者制によるきめ細かな就職
支援を行う。
仕事と子育ての両立しやすい求人を
確保するとともに、地方公共団体や関
係機関と連携して保育所・子育て支
援サービスなどの情報を求職者に提
供する。

マザーズハローワーク 2ヶ
所　※東京（渋谷）、日暮
里

マザーズコーナー 7ヶ所
※大森、池袋、木場、八王
子、立川、町田、府中

マザーズハローワーク 3ヶ
所
※東京（渋谷）、日暮里、立
川

マザーズコーナー 6ヶ所
※大森、池袋、木場、
　八王子、町田、府中

マザーズハローワーク 3ヶ
所
※東京（渋谷）、日暮里、立
川

マザーズコーナー 6ヶ所
※大森、池袋、木場、
　八王子、町田、府中

マザーズハローワーク 3ヶ
所
※東京（渋谷）、日暮里、立
川

マザーズコーナー 7ヶ所
※品川、大森、池袋、木
場、
　八王子、町田、府中

マザーズハローワーク 3ヶ
所
※東京（渋谷）、日暮里、立
川

マザーズコーナー 7ヶ所
※品川、大森、池袋、木
場、
　八王子、町田、府中

※第3期計画時に
「マザーズハロー
ワーク」は個別に
掲載していない
が、既存の事業の
ためこちらに掲載。

15
東京しごとセンター事
業

産業労働局

東京しごとセンターにおいて、一人ひ
とりの適性や状況を踏まえたきめ細
かなキャリアカウンセリングを実施す
るほか、各種セミナーや能力開発、職
業紹介などを行い就職活動を支援す
る。
また、東京しごとセンター内の「女性し
ごと応援テラス」において、家庭と両
立しながら仕事に就きたいと考えてい
る女性などを対象に、きめ細かい再
就職支援を実施する。

・子育て女性向けセミナー
7回、141人
・利用者向け託児サービ
ス　529人

・子育て女性向けセミナー
10回、165人
・利用者向け託児サービス
683人

・子育て女性向けセミナー
10回、163人
・利用者向け託児サービス
764人

・子育て女性向けセミナー
10回、147人
・利用者向け託児サービス
562人

集計中

16 保育つき職業訓練 産業労働局

子育て中の求職者に、民間教育訓練
機関を活用した保育サービス付きの
職業訓練を受ける機会を提供し、能
力開発・早期就業を支援する。

○定員　50人
○応募　24人
○入校　19人（うち保育
サービス利用者15人）
○修了　15人
○就職　11人

○定員　15人
○応募　15人
○入校　11人（うち保育
サービス利用者　9人）
○修了　8人（うち保育サー
ビス利用者　7人）
○就職　3人（うち保育サー
ビス利用者　2人）

○入校　0人
（うち保育サービス利用者
0人）

○入校　0人
（うち保育サービス利用者
0人）

○入校　0人
（うち保育サービス利用者
0人）

17
育児離職者向け能力
開発訓練

産業労働局
自宅で訓練が可能なｅラーニング委
託訓練を実施する。

○定員　105人
○応募　80人
○入校　72人
○修了　48人
○就職　11人

○定員　100人
○応募　53人
○入校　49人
○修了　26人
○就職　8人

○定員　100人
○応募　46人
○入校　43人
○修了　22人
○就職　3人

平成28年度をもって本事業
は終了

― 事業終了

14
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18
女性の再就職に対す
る緊急対策

産業労働局

結婚、出産、育児等により退職した
が、その後再び就職を希望する女性
に対し、職業訓練を実施し、再就職を
支援する。

○定員　260人
○応募　405人
○入校　219人
○修了　205人
○就職　78人

○定員　368人
○応募　583人
○入校　227人
○修了　213人
○就職　100人

○定員　503人
○応募　1165人
○入校　332人
○修了　320人
○就職　126人

平成28年度をもって本事業
は終了

― 事業終了

３　子育て支援・生活の場の整備

　（１）子育て支援

19
ひとり親家庭ホームヘ
ルプサービス事業

福祉保健局

ひとり親家庭になって直後の生活の
激変や就職活動等の理由により、家
事や育児等の日常生活に支援が必
要なひとり親家庭に対して、一定の期
間ホームヘルパーを派遣する市町村
を支援する。

20区26市 19区25市 18区25市 18区26市町 集計中

20

通常保育事業（認可保
育所・認証保育所・認
定こども園・定期利用
保育事業など）

福祉保健局

地域の実情に応じ、認可保育所、認
証保育所、認定こども園など、多様な
保育サービスを組み合わせ、保育
サービス拡充に取組む区市町村を支
援します。
（認可保育所・認証保育所・認定こど
も園・定期利用保育事業、地域型保
育事業）

保育サービスの利用児童
数
247,513人
（平成27年4月1日現在）

保育サービスの利用児童
数
261,705人
（平成28年4月1日現在）

保育サービスの利用児童
数
277,708人
（平成29年4月1日現在）

保育サービスの利用児童
数
293,767人
（平成30年4月1日現在）

集計中

21 夜間保育事業 福祉保健局

保護者の就労等の事情により、夜間
（おおよそ午後10時まで）のニーズに
対応するため、夜間保育に取り組む
区市町村を支援する。

65か所
・延長保育事業（午後10時
までの開所）　35か所
・夜間保育所　3か所
・トワイライトステイ事業
27か所

延長保育事業（午後10時ま
での開所）　14区市
夜間保育所　3区
計15区市（9区6市）（上記の
いずれか又は両方を実施）

延長保育事業（午後10時ま
での開所）　11区市
夜間保育所　3区
計14区市（9区5市）（上記の
いずれか又は両方を実施）

延長保育事業（午後10時ま
での開所）　10区市
夜間保育所　3区
計13区市（9区4市）（上記の
いずれか又は両方を実施）

集計中

22 延長保育事業 福祉保健局

保護者の就労の多様化、長い通勤時
間等に伴う保育ニーズに対応するた
め、11時間の開所時間の前後におい
て延長保育を行う区市町村を支援す
る。

延長保育実施率：90％
（うち2時間以上延長：
27％）
＊島しょ部を除く

５１区市町
（２３区２６市２町）

５１区市町
（２３区２６市２町）

５１区市町
（２３区２６市２町）

５１区市町
（２３区２６市２町）

23 休日保育事業 福祉保健局

保護者の就労形態の多様化により、
日曜日、国民の祝日等のニーズに対
応するため、休日保育に取り組む区
市町村を支援する。

24区市（13区11市） 25区市（14区11市） 26区市（14区12市） 25区市（13区、12市） 集計中
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24 病児保育事業 福祉保健局

・病中又は病気の回復期等にあって、
集団保育が困難な保育所在籍児童
等を、保護者の勤務の都合等により
家庭で育児ができない場合に、保育
所や病院等の専用スペース等におい
て一時的に預かり保育を行う区市町
村を支援し、病後児保育を充実する。
・病児・病後児保育施設の人材とノウ
ハウを活用した地域の保育所等の職
員に対する技術支援や利用者に病児
のケアに関する情報提供を行う取
組、保育所や自宅で児童が発症した
際のお迎えサービスの実施、駅近郊
の施設による自治体間の広域利用な
ど、病児・病後児保育の充実に取り組
む区市町村を支援する。

126か所 133か所 134か所 144か所 集計中

25
子育て短期支援事業
（ショートステイ・トワイ
ライトステイ）

福祉保健局

子供の年齢等にかかわらず、すべて
の子育て家庭が、ショートステイ・トワ
イライトステイのサービスを、必要に
応じて利用することができるよう、取り
組む区町村を支援する。

51区市町（23区26市2町）

51区市町（23区26市2町）
（実績報告ベース）
ショートステイ　　　 51区市
町
（23区26市2町）
トワイライトステイ　18区市
（11区7市）

5０区市町（23区25市2町）
（実績報告ベース）
ショートステイ 50区市町
（23区25市2町）
トワイライトステイ 21区市
（13区8市）

51区市町（23区26市2町）
（実績報告ベース）
ショートステイ　　　51区市
町
（23区26市2町）
トワイライトステイ 22区市
（14区8市）

51区市町（23区26市2町）
（実績報告ベース）
集計中

26 一時預かり事業 福祉保健局

保護者の疾病や育児疲れなど、保護
者の事情に応じて一時的に保育を提
供できるよう、一時預かり事業に取組
む区市町村や事業者を支援する。

年間延べ利用児童数
572,441人

年間延べ利用児童数
639,636人

年間延べ利用児童数
707,177人

年間延べ利用児童数
789,889人

集計中

27
ファミリー・サポート・セ
ンター事業

福祉保健局

仕事と家庭の両立や子を持つすべて
の家庭の子育てを支援するため、地
域の会員同士で育児の援助を行う
ファミリー･サポート･センターの安定
的な実施に取り組む区市町村を支援
する。

48区市町（22区24市2町）
提供会員14,452人

49区市町（23区24市2町）
提供会員17,411人

50区市町（23区24市3町）
提供会員17,505人

51区市町（23区25市3町）
提供会員17,466人

51区市町（23区25市3町）
提供会員17,505人

28 学童クラブ事業 福祉保健局

・就業などにより、保護者が昼間いな
い小学生の健全な育成を図るため
に、区市町村が実施する、又は区市
町村が運営費を補助する、学童クラ
ブ事業（放課後児童健全育成事業）
の供給体制の整備を支援する。
・都型学童クラブ事業においては、開
所時間の延長や保育士等有資格者
の配置を基本とし、学童クラブのサー
ビス向上を図る。
・既存施設を活用して、学童クラブ事
業を新たに実施するための改修及び
設備の整備等を行う事業に対する補
助を実施することで、学童クラブの設
置を促進する。

登録児童数　97,978人
（平成27.5.1現在）

登録児童数　95,741人
（平成28年5月1日現在）

登録児童数　100,869人
（平成29年5月1日現在）

登録児童数　105,805人
（平成30年5月1日現在）

登録児童数　人　※集計中
（令和元年５月１日現在）
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29 放課後子供教室 教育庁

すべての子供を対象として、放課後
や週末等に小学校等を活用して、安
全・安心な子供の活動拠点（居場所）
を設け、地域の人々の参画を得て、
子供たちに学習、文化・スポーツ活
動、地域住民との交流の機会を提供
することにより、子供たちが地域社会
の中で、心豊かに健やかに育まれる
環境づくりを推進する。

52区市町（22区25市5町）
1,089小学校区（全1,296小
学校区）
1,138教室で実施

55区市町村（23区26市5町1
村）
1,112小学校区（全1,292小
学校区）
1,158教室で実施
　※八王子市を含む。

55区市町村（23区26市5町1
村）
1,145小学校区（全1,286小
学校区）
1,200教室で実施
　※八王子市を含む。

55区市町村（23区26市5町1
村）
1,178小学校区（全1,282小
学校区）
1,240教室で実施
　※八王子市を含む。

55区市町村（23区26市5町1
村）
1,187小学校区（全1,280小
学校区）
1,260教室で実施
　※八王子市を含む。

30
出産・子育て応援事業
(ゆりかご・とうきょう事
業）

福祉保健局

妊娠期から子育て期にわたる妊産婦
等への切れ目ない支援を行う区市町
村に対してワンストップ拠点への専門
職の配置等を支援することで、取組
の一層の充実を促す。

―
13区市町村（9区1市2町1
村）が実施

32区市町村（16区11市3町2
村）が実施

41区市町村（17区19市3町2
村）が実施

43区市町村（17区20市3町3
村）が実施

31
地域子育て支援拠点
事業（子育て支援事
業）

福祉保健局

子育てひろばにおいて、地域支援や
利用者支援事業を実施し、地域社会
で子育てを支援する体制や保護者の
相談体制の充実に取り組む区市町村
を支援する。

子育てひろばにおける地
域支援又は利用者支援事
業の実施状況調査は平成
２７年度から開始したもの
であるため、平成２６年度
については不明。

地域支援又は利用者支援
事業を実施する子育てひろ
ば：１８９か所
（１５区１５市）
※平成２７年９月１日時点

地域支援又は利用者支援
事業を実施する子育てひろ
ば：２１４か所（１７区１６市）
※平成２８年９月１日時点

地域支援又は利用者支援
事業を実施する子育てひろ
ば：２２４か所（１９区１６市）
※平成２９年９月１日時点

地域支援又は利用者支援
事業を実施する子育てひろ
ば：２４７か所（１９区１８市）
※平成３０年９月１日時点

32 利用者支援事業 福祉保健局

子供及びその保護者等、または妊娠
している方が、教育・保育施設や地域
の子育て支援事業等を円滑に利用で
きるよう、区市町村が、身近な実施場
所で情報収集と提供を行い、必要に
応じ相談・助言等を行うとともに、関係
機関との連絡調整等を実施する。

９区１０市で実施。（保育
緊急確保利用者支援事業
交付申請より）
○基本型：２１か所（４区４
市）
○特定型：１９か所（５区６
市）
※母子保健型は平成２７
年度開始。

１９区１８市で実施。（東京
都子供・子育て支援交付金
交付申請より）
○基本型：５１か所（９区８
市）
○特定型：３６か所（１１区１
３市）
○母子保健型：３７か所（１
０区１市）

２０区２２市で実施。（東京
都子供・子育て支援交付金
交付申請より）
○基本型：６５か所（１２区１
０市）
○特定型：３９か所（１３区１
５市）
○母子保健型：９０か所（１
７区９市）

２１区２５市１村で実施。（東
京都子供・子育て支援交付
金交付申請より）
○基本型：８５か所（１２区１
３市）
○特定型：４３か所（１６区１
６市）
○母子保健型：１０９か所
（２０区１９市１村）

２１区２５市１町１村で実
施。（東京都子供・子育て支
援交付金交付申請より）
○基本型：９５か所（１２区１
３市）
○特定型：４４か所（１６区１
６市）
○母子保健型：１２０か所
（２１区２４市１町１村）

33
生涯を通じた女性の健
康支援事業

福祉保健局

電話相談事業（「女性のための健康
ホットライン」「妊娠相談ほっとライン」
「不妊・不育ホットライン」）により女性
の様々な悩みに対応するとともに、妊
娠適齢期等に関する普及啓発を行
う。

女性のための健康ホットラ
イン　617件
不妊・不育ホットライン
428件
妊娠相談ほっとライン　電
話　644件、メール　78件

女性のための健康ホットラ
イン　591件
不妊・不育ホットライン　476
件
妊娠相談ほっとライン　電
話　1,164件、メール　369件
フリーペーパー４誌に広告
記事を掲載した。
６大学で講座を行った（計
524名参加）。

女性のための健康ホットラ
イン　719件
不妊・不育ホットライン　501
件
妊娠相談ほっとライン　電
話　2,352件、メール　496件
毎日新聞及び情報サイト
「マイナビフレッシャーズ」に
広告記事を掲載するととも
に、インターネット広告を実
施した。

女性のための健康ホットラ
イン　703件
不妊・不育ホットライン　410
件
妊娠相談ほっとライン　電
話　2,360件、メール　379件
朝日新聞及び情報サイト
「withnews」「マイナビフレッ
シャーズ」に広告記事を掲
載した。

女性のための健康ホットラ
イン　1,127件
不妊・不育ホットライン　393
件
妊娠相談ほっとライン
3,086件

妊娠適齢期等に関する普
及啓発webサイト及びリーフ
レットを制作

34
子育てスタート支援事
業

福祉保健局

出産や子育てに特に支援を必要とす
る妊婦・母児に対し、心身の安定と育
児知識等を付与する場として、一定期
間のデイアや宿泊ケアを行うことで、
妊娠から産後までの切れ目ないサ
ポート体制の確立を支援する。

2区1市 1区2市 1区1市 １区 １区

※Ｈ個別メニューと
してはＨ２７に終了
し、その後は選択
事業「その他サー
ビスの充実に係る
事業」として継続し
ている。



東京都ひとり親家庭自立支援計画（第３期）の進捗状況

計画
番号 事業名 所管局 事業概要 平成２６年度実績 平成２７年度実績 平成２８年度実績 平成２９年度実績 平成３０年度実績 備考

35
乳児家庭全戸訪問事
業（こんにちは赤ちゃ
ん事業）

福祉保健局

生後4か月までの乳児のいるすべて
の家庭を訪問する乳児家庭全戸訪問
事業を実施する区市町村の取組を支
援する。

53区市町村（23区25市3町
2村）

55区市町村（23区25市4町3
村）

55区市町村（23区25市4町3
村）

56区市町村（23区25市4町4
村）

58区市町村（23区26市4町5
村）

36 養育支援訪問事業 福祉保健局

保護者の養育を支援することが特に
必要な家庭を訪問し、支援する養育
支援訪問事業を実施する区市町村の
取組を支援する。

50区市町（23区25市2町） 53区市町（23区26市4町） 53区市町（23区26市4町） 54区市町（23区26市5町） 集計中

37
要支援家庭を対象とし
たショートステイ事業

福祉保健局

養育に特に支援が必要な家庭の児童
に対し、子育て支援の一環として
ショートステイサービスを提供し、子供
の成長や保護者を支援することによ
り、安心して子育てに取り組むことが
できる環境整備を支援する。

実施自治体０自治体 実施自治体０自治体 実施自治体２自治体 ３区１市 10区1市

38
要支援家庭の早期発
見に向けた取組

福祉保健局

母子健康手帳交付時や新生児訪問
時の機会等を活用して、支援が必要
な家庭の早期発見を図り、保健所・保
健センターの個別指導、子供家庭支
援センターで実施する在宅サービス
など、適切な支援につなげる区市町
村の取組を促進する。

○普及啓発
　母子保健研修の実施　５
回
○子供家庭支援区市町村
包括補助事業
２８か所の自治体が実施

○普及啓発
　母子保健研修の実施　５
回
○子供家庭支援区市町村
包括補助事業
２９か所の自治体が実施

○子供家庭支援区市町村
包括補助事業
２８か所の自治体が実施

○子供家庭支援区市町村
包括補助事業
２７か所の自治体が実施

○子供家庭支援区市町村
包括補助事業
２８か所の自治体が実施

　（２）ひとり親家庭の子供の学習支援の推進

39
ひとり親家庭の子供の
学習支援

福祉保健局

・ひとり親家庭の子供サポートモデル
事業
ひとり親家庭に育つ子供（小学４年生
から高校生）に対し、学習塾形式及び
家庭教師形式の学習支援を行うとと
もに、子供の悩みを聞くなど生活支援
を行い、子供の自立を支援する。
・学習支援の推進
ひとり親家庭の子供を対象に含む学
習支援（学習支援ボランティア事業ま
たは生活困窮者自立支援法の学習
支援事業）について、都内全域での実
施を推進します。

※ひとり親家庭等生活向
上事業に一本化して実施

40
生活困窮者自立支援
法に基づく子供の学習
支援事業

福祉保健局

生活困窮者自立支援法（平成27年4
月施行）に基づく「子供の学習支援事
業」などの任意事業に取り組む区市
への体制整備を支援するとともに、都
が実施主体となる町村部における生
活困窮者支援の取り組みにより、都
内全域での支援体制を整備する。

―

○区市における実施状況
　27区市（17区10市）
○西多摩福祉事務所にお
ける支援対象者数
　18名（28年３月時点）

○区市における実施状況
　39区市（23区16市）
○西多摩福祉事務所にお
ける支援対象者数
　38名（29年３月時点）

○区市における実施状況
　46区市（23区23市）
○西多摩福祉事務所にお
ける支援対象者数
　59名（30年３月時点）

○区市における実施状況
　47区市（23区24市）
○西多摩福祉事務所にお
ける支援対象者数
　58名（31年３月時点）
○大島支庁における支援
対象者数
　34名（31年3月末時点）
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41
受験生チャレンジ支援
貸付

福祉保健局

学習塾などの費用や、高校・大学など
の受験費用について貸付けを行うこと
により、一定所得以下の世帯の子供
たちを支援します。高校・大学などへ
の入学等、一定条件を満たした場合、
申請により償還が免除される。

貸付決定件数　10,151件 貸付決定件数　10,231件 貸付決定件数　9,282件 貸付決定件数　9,160件 貸付決定件数　8,260件

42
被保護者自立促進事
業

福祉保健局

生活保護法による被保護者に対し
て、その自立支援に要する経費の一
部を支給し、もって本人及び世帯の自
立の助長を図る。
※このうち、次世代育成支援のメ
ニューとして、小4～高３生の学習環
境整備支援費（塾代）、高３生の大学
等進学支援費（受験料）等が補助され
ている。

事業を実施する区市（中
核市を除く）に対し、補助
金を交付した。
（町村分は都実施）

事業を実施する区市（中核
市を除く）に対し、補助金を
交付した。
（町村分は都実施）

事業を実施する区市（中核
市を除く）に対し、補助金を
交付した。
（町村分は都実施）

事業を実施する区市（中核
市を除く）に対し、補助金を
交付した。
（町村分は都実施）

事業を実施する区市（中核
市を除く）に対し、補助金を
交付した。
（町村分は都実施）

　（３）住居の確保

43 都営住宅の優先入居 都市整備局

ひとり親家庭の生活の場を確保する
ため、都営住宅空き家の当選倍率の
優遇制度、ポイント方式による空き屋
住宅募集、母子生活支援施設退所者
向け特別割当等により、住宅を提供
する。

○都営住宅の当選倍率の
優遇制度
募集戸数　2,950戸（世帯
向け募集全体）
○ポイント方式による募集
募集戸数　2,580戸（ポイン
ト方式募集全体）
○母子生活支援施設転出
者向け特別割当て
割当て戸数　52戸

○都営住宅の当選倍率の
優遇制度
募集戸数　2,950戸（世帯向
け募集全体）
○ポイント方式による募集
募集戸数　　 2,580戸（ポイ
ント方式募集全体）
○母子生活支援施設転出
者向け特別割当て
割当て戸数　52戸

○都営住宅の当選倍率の
優遇制度
募集戸数　3,050戸（世帯向
け募集全体）
○ポイント方式による募集
募集戸数　 2,580戸（ポイン
ト方式募集全体）
○母子生活支援施設転出
者向け特別割当て
割当て戸数　52戸

○都営住宅の当選倍率の
優遇制度
募集戸数　3,510戸（世帯向
け募集全体）
○ポイント方式による募集
募集戸数　 2,580戸（ポイン
ト方式募集全体）
○母子生活支援施設転出
者向け特別割当て
割当て戸数　52戸

○都営住宅の当選倍率の
優遇制度
募集戸数　4,600戸（世帯向
け募集全体）
○ポイント方式による募集
募集戸数　 2,580戸（ポイン
ト方式募集全体）
○母子生活支援施設転出
者向け特別割当て
割当て戸数　52戸

44 居住支援協議会 都市整備局

住宅確保要配慮者（高齢者、障害
者、子育て世帯など）の民間賃貸住
宅への円滑な入居の促進を図るた
め、東京都居住支援協議会は、区市
町村における居住支援協議会の設立
を促進するとともに、その活動を支援
する。

・東京都居住支援協議会
設立
・計3区で設立済
・普及啓発のためのパン
フレット作成
・セミナー開催（2回）

・2市で設立（計5区市で設
立）
・パンフレット改訂
・セミナー開催（2回）

・4区市で設立（計9区市で
設立）
・パンフレット改訂
・セミナー開催（2回）

・2区市で設立（計11区市で
設立）
・パンフレット改訂
・セミナー開催（2回）

・2区で設立（計14区市で設
立）
・パンフレット改訂、賃貸住
宅大家向けチラシ作成
・セミナー開催（2回）

・政策目標：2020年
度までに区市の
50%以上
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　（４）課題を有する母子への支援

45
母子生活支援施設等
の支援力の向上

福祉保健局

母子生活支援施設における支援の核
となる基幹的職員を育成する。また、
母子生活支援施設や婦人保護施設
の職員の研修参加や施設間研修を
支援し、対応力を強化する。

・基幹的職員育成　１０名
（母子生活支援施設分）
・研修参加費補助　延べ
38施設（母子生活支援施
設及び婦人保護施設分）

・基幹的職員育成　１１名
（母子生活支援施設分）
・研修参加費補助　４８名
（母子生活支援施設及び婦
人保護施設分）

・基幹的職員育成　　　４名
（母子生活支援施設分）
・研修参加費補助　　　４８
名（母子生活支援施設及び
婦人保護施設分）

・基幹的職員育成　　　８名
（母子生活支援施設分）
・研修参加費補助　　　７１
名（母子生活支援施設及び
婦人保護施設分）

・基幹的職員育成　　 　4名
（母子生活支援施設分）
・研修参加費補助　　　 ７６
名（母子生活支援施設及び
婦人保護施設分）

46
施設に入所する子供
の自立支援の充実

福祉保健局

養育環境により、十分な学習機会が
確保されていない小学生から高校生
までの児童に対し、標準的学力を備
えさせ、退所後の自立のための学習
支援の充実を図る。

― 572名（月ごとの述べ人数） 489人(月ごとの延べ人数) 518人(月ごとの延べ人数) 539人（月ごとの延べ人数）

47
母子生活支援施設等
の施設整備

福祉保健局

老朽化した母子生活支援施設・婦人
保護施設について、利用者の安全の
確保と居住環境の改善を図るため、
需要動向も踏まえ、施設の整備を計
画的に進める。
また、老朽化遊具の撤去やパソコン
整備による学習環境の改善など、入
居者の生活の改善に資する整備につ
いて、支援を行う。

○生活向上のための環境
改善事業
10施設

○大規模修繕　１施設
○生活向上のための環境
改善事業
12施設

○改築　1施設
〇防犯対策2施設
○生活向上のための環境
改善事業
4施設

○改築　1施設、創設　1施
設、大規模修繕　1施設
○防犯対策　5施設
○生活向上のための環境
改善事業
4施設

○改築　2施設、創設　1施
設
○防犯対策　2施設
○生活向上のための環境
改善事業
1施設

48
母子緊急一時保護事
業

福祉保健局
母子家庭等の緊急的な一時保護を行
う区市町村に対し、支援を行う。

39区市町 39区市町 41区市町 42区市町 60区市町村

４　経済的支援

49
児童扶養手当・児童育
成手当・母子及び父子
福祉資金貸付

福祉保健局

・ひとり親家庭に対する児童扶養手当
の支給、児童育成手当の支給によ
り、ひとり親家庭を経済的に支援す
る。
・ひとり親家庭等に対し、母子及び父
子福祉資金の貸付けを実施し、ひとり
親家庭等を経済的に支援する。

①児童扶養手当
受給者数：82,150人（全部
支給：45,539人　一部支
給：
36,611人）
対象児童数　119,300人
②児童育成手当
受給者数：116,482人　対
象児童数：164,185人
（育成手当：154,879人　障
害手当：7,600人　育成＋
障害：
1,706人）
③母子及び父子福祉資金
貸付
　貸付実績：6,787件

①児童扶養手当
受給者数：80,493人（全部
支給：43,410人　一部支給：
37,083人）
対象児童数　116,912人
②児童育成手当
受給者数：114,520人　対象
児童数：161,847人
（育成手当：152,695人　障
害手当：7,409人　育成＋障
害：1,743人）
③母子及び父子福祉資金
貸付実績：6,005件

①児童扶養手当
受給者数：77,399人（全部
支給：40,801人　一部支給：
36,598人）
対象児童数　112,604人
②児童育成手当
受給者数：112,709人　対象
児童数：160,201人
（育成手当：151,228人　障
害手当：7,226人　育成＋障
害：1,747人）
③母子及び父子福祉資金
貸付実績：5,654件

①児童扶養手当
受給者数：74,679人（全部
支給：38,002人　一部支給：
36,677人）
対象児童数：108,891人
②児童育成手当
受給者数：109,806人　対象
児童数：156,844人
（育成手当：147,885人　障
害手当：7,118人　育成＋障
害：1,841人）
③母子及び父子福祉資金
貸付実績：5,267件

集計中
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50
ひとり親家庭等医療費
助成

福祉保健局
ひとり親家庭等の経済的負担の軽減
を図るため、医療費の自己負担分助
成を行う区市町村を支援する。

【市町村部のみ】
（金額） 1,089,389千円
（対象者数） 52,820人
（助成件数）620,408件

【市町村部のみ】
（金額）　1,104,730　千円
（対象者数）　52,226　人
（助成件数）　626,270　件

【市町村部のみ】
（金額）　1,113,964　千円
（対象者数）　52,178　人
（助成件数）　637,879　件

【市町村部のみ】
（金額）　1,089,243千円
（対象者数）　51,631　人
（助成件数）　618,760　件

【市町村部のみ】
（金額）　1,144,539千円
（対象者数）　51,761　人
（助成件数）　658,348　件

51
自立生活スタート支援
事業

福祉保健局

母子生活支援施設や婦人保護施設
等の利用者の退所後の自立生活の
支援を行うため、施設等と連携して相
談援助を行うとともに、転居、技能習
得、就職支度に対する資金の貸付を
行う。

貸付決定件数　39件 貸付決定件数　35件 貸付決定件数　41件 貸付決定件数　43件 集計中

52 自立援助促進事業 福祉保健局

母子生活支援施設や婦人保護施設
等を退所し、就職や進学をする際、又
はアパートなどへ入居する際に、他の
援助を期待できない場合に、施設長
が身元保証や連帯保証を行うことに
より、社会的な自立を促進する。

【※金額は事業全体の実
績、加入状況・賠償金支
払状況は母子生活支援施
設及び婦人保護施設の実
績】
（金額）　1,440,980　　円
（加入状況）　4人
（賠償金支払状況）
　0件　　　　　　　0　円

（金額）　1,222,000　　円
（加入状況）　4人
（賠償金支払状況）
　0件　　　　　　　0　円

（金額）　1,278,813　　円
（加入状況）　1人
（賠償金支払状況）
　0件　　　　　　0　円

（金額）　1,025,870　　円
（加入状況）　1人
（賠償金支払状況）
　0件　　　　　　　0　円

（金額）　872,000　円
（加入状況） 集計中
（賠償金支払状況）　集計
中

再掲
受験生チャレンジ支援
貸付の実施

福祉保健局

学習塾などの費用や、高校・大学など
の受験費用について貸付けを行うこと
により、一定所得以下の世帯の子供
たちを支援します。高校・大学などへ
の入学等、一定条件を満たした場合、
申請により償還が免除される。

貸付決定件数　10,151件 貸付決定件数　10,231件 貸付決定件数　9,282件 貸付決定件数　9,160件 貸付決定件数　8,260件



東京都ひとり親家庭自立支援計画（第３期）の進捗状況

計画
番号 事業名 所管局 事業概要 平成２６年度実績 平成２７年度実績 平成２８年度実績 平成２９年度実績 平成３０年度実績 備考

再掲
被保護者自立促進事
業

福祉保健局

生活保護受給者を対象に、就労支援
や地域生活への移行、次世代育成支
援など自立支援に要する経費の一部
を支給する区市に対し、支援する。実
施の有無や支給内容は区市により異
なる。
・母子世帯等で母や子の病気時に一
時的に子を施設等に預けた場合の保
育料
・母子世帯等が就労するに当たり、子
が認可保育園待機中のため、入園で
きるまでの間、認証保育所等を利用し
た場合の入園料・保育料

事業を実施する区市（中
核市を除く）に対し、補助
金を交付した。
（町村分は都実施）

事業を実施する区市（中核
市を除く）に対し、補助金を
交付した。
（町村分は都実施）

事業を実施する区市（中核
市を除く）に対し、補助金を
交付した。
（町村分は都実施）

事業を実施する区市（中核
市を除く）に対し、補助金を
交付した。
（町村分は都実施）

事業を実施する区市（中核
市を除く）に対し、補助金を
交付した。
（町村分は都実施）

　区市町村の取り組み支援

53 子供家庭支援区市町
村包括補助事業

福祉保健局

区市町村が地域の実情に応じ、創意
工夫を凝らして主体的に実施する、ひ
とり親家庭施策を含む子供家庭分野
における基盤の整備及びサービスの
充実を目的とする事業を支援すること
により、都における福祉保健施策総
体の向上を図る。
・先駆的事業：新たな課題に取り組
み、区市町村独自の創意工夫による
事業
・選択事業： 母子・父子自立支援プロ
グラム策定推進事業、緊急一時保護
事業、ひとり親家庭地域生活サポート
事業　等
・一般事業：ホームヘルプサービス
（対象：市町村）

・母子・父子自立支援プロ
グラム策定推進事業　２４
区市
・ひとり親家庭就業促進事
業　３区市
・ひとり親家庭職業訓練等
支援事業　１区市
・ひとり親家庭親子心のふ
れあい事業（市町村対象）
４市
・ひとり親家庭地域生活サ
ポート事業　３区市町村
・母子一体型ショートケア
事業　１区市

・母子・父子自立支援プロ
グラム策定推進事業　２５
区市
・ひとり親家庭就業促進事
業　２区市
・ひとり親家庭職業訓練等
支援事業　１区市
・ひとり親家庭親子心のふ
れあい事業（市町村対象）
３市
・ひとり親家庭地域生活サ
ポート事業　０区市町村
・母子一体型ショートケア事
業　１区市

・母子・父子自立支援プロ
グラム策定推進事業　２７
区市
・ひとり親家庭就業促進事
業　２区市
・ひとり親家庭職業訓練等
支援事業　１区市
・ひとり親家庭親子心のふ
れあい事業（市町村対象）
３市
・ひとり親家庭地域生活サ
ポート事業　０区市町村
・母子一体型ショートケア事
業　１区市

・母子・父子自立支援プロ
グラム策定推進事業　２８
区市
・ひとり親家庭就業促進事
業　２区市
・ひとり親家庭職業訓練等
支援事業　１区市
・ひとり親家庭親子心のふ
れあい事業（市町村対象）
３市
・ひとり親家庭地域生活サ
ポート事業　０区市町村
・母子一体型ショートケア事
業　２区市

・母子・父子自立支援プロ
グラム策定推進事業　２８
区市
・ひとり親家庭就業促進事
業　３区市
・ひとり親家庭職業訓練等
支援事業　１区市
・ひとり親家庭親子心のふ
れあい事業（市町村対象）
３市
・ひとり親家庭地域生活サ
ポート事業　０区市町村
・母子一体型ショートケア事
業　２区市


